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日本海の表層型メタンハイドレートの特徴は，粘土層中にメタンハイドレートが塊状や

層状をなして存在していることである．海底面からメタンハイドレート層間の粘土の変

形・強度特性に，湧昇するメタンと海水の硫酸イオンにより形成される炭酸塩鉱物が影響

することが指摘されている．変形・強度特性とともに弾性波速度を測定できれば，原位置

測定結果との比較や，品質評価の点において有用であるといえる．そこで本研究では，な

るべく供試体を乱さない弾性波測定方法として，発信・受信装置を供試体に挿入せずに弾

性波を測定する装置を用いて，qu と弾性波速度の関係について検討を行った． 

 

キーワード：弾性波速度，一軸圧縮試験                        （IGC：D-06) 
 

1．はじめに 

 

現在，太平洋側の砂層型メタンハイドレートとともに，

日本海の表層型メタンハイドレートに関する検討がすす

められている 1)．日本海の表層型メタンハイドレート層

の特徴は，粘土層中にメタンハイドレートが塊状や層状

をなして存在していることである 2)．本研究で対象とす

るのはメタンハイドレート層ではなく，採掘するにあた

って掘削が必要となる海底面からメタンハイドレート層

までの浅層部である．この層は太平洋側の砂層型メタン

ハイドレートとは異なり，湧昇するメタンと海水の硫酸

イオンにより炭酸塩鉱物が形成される．この成長した炭

酸塩鉱物は，土粒子に対する膠着作用（セメンテーショ

ン），あるいは直径 1～10mm 程度の粗粒の方解石が形成

され，海底地盤の変形・強度特性に影響を与えることが

これまでの予備的検討で明らかになっている 3)．予備的

検討で用いた日本海海底土の粒径加積曲線を図-1 に示

す．なお細粒分はレーザー回折式粒度分布測定装置によ

り測定している．このように土粒子の最大粒径は 0.1mm
程度であるが，1～10mm 程度の粗粒の方解石が存在して

いることが特徴である．また，現地調査から間隙比が大

きい（2～4 程度）ことがわかっており，構造が高位な状

態であることが考えられる．メタンハイドレートの調査

では，海上からの P 波測定 4)，不攪乱試料であるボーリ

ングコアに対し船上で P 波速度 5)など，Vs 測定が主であ

る土木分野とは異なり Vp も用いられる．今後，不攪乱試

料や，上記の特徴を模擬した試料に対しせん断試験とと

もに弾性波速度を計測する予定であり，なるべく供試体

を乱さずに計測する方法が望ましい． 
ここでベンダーエレメント法による土のせん断波速度

測定方法が基準化されている．この基準では，電圧によ

り駆動する圧電セラミックの薄板を 2 枚貼りあわせたベ

ンダーエレメントを用いており，このベンダーエレメン

トを供試体に挿入して使用する．このため，ベンダーエ

レメント挿入前に溝を設けるか，溝を設けずに挿入する

などの作業が必要となり，供試体を乱すおそれがある．

また，図-1 に示すように粗粒分も含むため，整形には注

意を要する．土の一軸圧縮試験において最も qu に与える

影響が大きいのは供試体整形作業であることが指摘 6)さ

れており，供試体の整形作業は少ないほど望ましいと言

える．そこで本研究では，メタンハイドレート回収技術

に関する検討として，海底地盤の変形・強度特性ととも

に弾性波速度測定を目的として開発 7,8)されたものを用

い，キャップとペデスタルに組込むこととした．仕組み

などの詳細は後述するが，本装置の特徴は供試体と接触

する多孔板（ポーラスメタルなど）を軸方向または円周

方向に電圧により駆動し起振することができること，P
波 S 波とも発信可能である点である．供試体に測定器具

を挿入することなく弾性波速度を測定する方法として，

基準化されているパルス透過法による岩石の超音波速度

測定方法，載荷ロッドを打撃して起振し供試体側面の設

置した加速度計により計測した結果から弾性波速度を測

定する 9)などの方法がある．本研究で用いた装置の利点

は，P 波 S 波ともに発信できる，セル圧を載荷した状態

で使用できる，ベンダーエレメント法と同様に発信周波

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1  粒径加積曲線 
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数を変更することができる点である． 
本論文では，2 つの項目について検討を行なった．1 つ

は，本装置による弾性波測定結果を，P 波は水の理論値

と，S 波はベンダーエレメント試験による測定結果と比

較することである．もう 1 つは，今後，日本海海底土の

不攪乱試料や，模擬試料に対する実験を考慮した基礎的

な検討である．本研究の対象は日本海海底の浅層部であ

り，低拘束圧状態である．本論文では，低拘束圧の極端

な条件として一軸圧縮強度と弾性波速度の関係を検討す

ることとした．一軸圧縮試験では三軸圧縮試験と異なり，

供試体の間隙比を調整しやすく，圧密が必要ないため時

間短縮が可能であり，多数の実験を実施できるメリット

がある．これより，qu と弾性波速度の関係について検討

を行った． 
 
 

2．実験装置 

 

2.1 弾性波計測システム 
システムの構成を図-2 に示す．圧電素子は高電圧で駆

動させるため，バイポーラ電源が必要となる．図-2 に示

すように，ファンクションジェネレータから正弦波また

は矩形波の電圧を発信し，バイポーラ電源で発信信号を

増幅してペデスタルに内蔵された圧電素子を駆動する．

デジタルオシロスコープは，ファンクションジェネレー

タの発信電圧と，キャップに内蔵された圧電素子で受信

した電圧を測定する．圧電素子は，振動が加わると電気

容量変化が起こるため，容量変化を電圧変化に変換する

ことで弾性波振動を計測できる．用いた圧電素子はプラ

ス電圧の印加で伸長する．本研究では，正弦波では±1.0V，

矩形波では+2.0V をファンクションジェネレータで発信

し，この信号をバイポーラ電源で 100 倍して圧電素子に

電圧を印加した．用いた圧電素子は 500V まで電圧印加

が可能であるが，以降に説明する実験でファンクション

ジェネレータの出力電圧をさらに増加させてもキャップ

で計測される電圧はほぼ変化がなかったため，全て上記

の条件で弾性波速度を計測した．オシロスコープの設定

は，電圧の分解能 0.001mV，タイムステップは Vp 計測時

4nsec，Vs 測定時 10nsec とした． 
図-3 は用いた圧電素子，図-4 はキャップまたはペデ

 
 
 
 
 
 
 
     図-5  ペデスタル        図-6  スペーサ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3  圧電素子                             図-4   キャップまたはペデスタルの構造 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2  機器の構成 
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スタルの構造である．圧電素子は電圧印加により一方向

に伸長または収縮するという機能をもつ．図-3 と図-4 に

示すように，圧電素子を上下に重ねた構造とすることで，

P 波と S 波を発信することができる．図-4 の右下の継手

は供試体の排水口，左下の継手はセンサー用コード取出

口である．下部の素子は，図-3 に示す矢印の方向に伸長

または収縮することで P 波を発信する．上部の素子は，

8 個組み合わせたリング状となっており，それぞれの素

子が図中矢印の方向に伸長または収縮する．これより供

試体接触面がねじり運動となり，S 波を発信することが

できる．可動部は図-4 のセンサーホルダーであり，図-5

の赤い部分が対応する．ここにネジ 4 本で多孔板（直径

50mm）を固定する.この固定された多孔板を介して供試

体に弾性波を発信する仕組みとなっている．なお，図-6

に示すドーナツ状のスペーサを取付けて，直径 10cm，高

さ 20cm の供試体にも対応することができる．これより，

ボーリングコアなどで採取した不攪乱試料から最小限の

整形作業により，実験を実施することができる． 
受信信号のノイズ除去方法は，加算平均とローパスフ

ィルタを用いた．加算平均はデジタルオシロスコープの

機能を用いており，16 回加算平均を行っている．ローパ

スフィルタは，加算平均した計測結果に対し，遮断周波

数を 500kHz として処理を行なった． 
 

2.2 遅延時間と初動の方向 
送信波と受信波の計測経路が異なるため，遅延時間が

発生する．キャップとペデスタルを接触させた状態で，

正弦波と矩形波を，周波数を変えて測定した．図-7 に P
波 S 波それぞれの正弦波の結果を示した．これより，初

動方向は発信と同じく正の電圧が発生し，それは P 波と

S 波ともに同じである．P 波は S 波と異なり，発信周波

数の変化と対応せず，受信波の変化が小さいようである．

遅延時間をまとめた結果を図-8 に示す．最大で約 4s の
差があり，遅延時間の平均は 8.725s となった． 

 

2.3 圧縮試験装置 
三軸圧縮試験装置に 2.1 で説明したキャップとペデス

タルを取り付け，水の Vp 測定，三軸圧縮試験，一軸圧縮

試験を実施した．なお，一軸圧縮試験ではセルを取り付

けず，水の Vp 測定と三軸圧縮試験ではセルを取り付けて

実験を実施した． 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-8  遅延時間のまとめ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                    (a) P 波                                          (b) S 波 

図-7  遅延時間計測結果 
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3．弾性波速度計測結果の妥当性に関する検討 

 

3.1 水の Vp 

Vp は，水の速度を測定することで装置の妥当性を検討

した．測定方法は，ペデスタルとキャップ間の距離を

10cm とし，キャップ部が水没するまで三軸室内を水で満

たした状態で，伝播時間の測定を行なった．図-9 に，立

ち上がりが明確な矩形波の計測例を示した．これより，

周波数が変化しても，受信側の電圧にはさほど影響がみ

られないことがわかる．計測結果は，周波数，正弦波・

矩形波の影響はなく，Vp=1500m/s 程度となった．水の速

度は水温によって変化し，水温 20 度から 30 度で 1410～
1540m/s とされている 10)．これより，Vp は問題なく計測

できていると考えられる． 

 

3.2 豊浦砂の Vp，Vsに関する検討 
3.2.1 供試体作製方法と実験条件 

相対密度は 60%と 90%の 2 種類，乾燥状態，拘束圧

50kPa で計測を行なった．供試体の大きさは，直径 10cm，

高さ 20cm である．供試体作製方法は，モールドへ乾燥

砂をいれて細い棒を突き刺して相対密度を調整した．調

整にあたっては，所定の相対密度となるよう高さ 2cm ご

と，10 層にわけて作製した．乾燥状態で弾性波を測定し

た． 
3.2.2 弾性波速度測定結果 

Vp と Vs の測定結果を，ぞれぞれ図-10 に示す．図-9 と

図-10 の P 波を比較すると，伝播距離が長くなったこと

も影響し，受信電圧が 1/10 程度まで減衰している．この

ため，同程度のノイズが強調されている． 

豊浦砂の Vp は，B 値や飽和度と関係することが知られ

ている 11)．今回の結果では，Vp は Dr=60%と Dr =90%と

もに約 400m/s となった．Vs は Dr=60%は約 250m/s，Dr 
=90%は約 280m/s となった．既往の研究 11)によると

Dr=80%で Vp は約 400m/s，Vs は約 250m/s とされている．

これより，ベンダーエレメント試験とほぼ同等の結果を

得られることを確認できた． 

 

 
4．弾性波速度と一軸圧縮強度の関係 

 

4.1 実験方法と実験条件 

4.1.1 用いた試料と供試体作製方法 

試料は，市販されている白色石英砂（ファインサンド）

を用い，粒径加積曲線を図-1 に示す．土粒子密度は

2.700g/cm3 である．ファインサンドを用いた理由は，メタ

ンハイドレートに関する検討で用いられた事例があるこ

と 12)，また図-1 に示すように 0.1mm 以下の粒度分布が

ほぼ同じためである． 
供試体作製は，セメント添加の有無によりそれぞれ以

下のように行った．セメント無しの場合は，含水比を 15%
に調整した試料を所定の密度となるよう，1 層 2cm ずつ，

5 層にわけてランマーにより突固めて作製した．その後，

40℃の乾燥炉で 48 時間乾燥させた．セメントを添加する

場合は，乾燥状態の試料にセメントを添加して混合させ，

その後含水比を 15%に調整し，セメント無しと同様に突

固めて作製した．締固め後，1 週間恒温室内（室温 20 度）

で養生した後に実験を行った．乾燥状態としたのは，不

飽和によるサクションが強度に与える影響を避けるため

である． 
4.1.2 実験ケース 

実験ケースを表-1 に示す．表-1 に示した間隙比は，圧

縮載荷前に測定した供試体高さと質量より求めている．

セメントを添加した供試体は，間隙比 1.2 を目標として

作製している．間隙比 1.2 とした理由は，構造が高位な

状態を模擬するため，本試料でセメントを添加せず供試

体を作製できる，最も間隙比が大きい状態としたためで

ある．なお，セメントと試料は質量比で混合した． 
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図-9  水の P 波測定結果 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) Vp 測定結果（正弦波 15kHz） 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) Vs 測定結果（正弦波 15kHz） 
図-10  豊浦砂の弾性波測定結果 
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4.1.3 一軸圧縮試験方法と弾性波速度測定条件 

一軸圧縮試験は，JIS A 1216 に従った．供試体の直径は

5cm，高さは 10cm である．なお，弾性波速度の計測後に

圧縮載荷を実施している． 
弾性波速度測定時は，キャップの質量が供試体に載荷

されないよう，載荷軸にキャップを剛結した．弾性波測

定には供試体とキャップ・ペデスタルを密着させる必要

があるため，軸差応力 1～2kPa を載荷した．この状態で

弾性波速度を計測し，Vp と Vs ともに正弦波と矩形波を，

5kHz，10kHz，15kHz，20kHz，30kHz，40kHz，50kHz の

周波数で計測した． 
 

4.2 一軸圧縮試験結果 
一軸圧縮試験の応力ひずみ曲線の代表例を図-11，qu と

E50 は表-1，間隙比との関係を図-12 に示した．セメント

添加無しの条件では，ばらつきはあるものの間隙比の低

下とともに qu が増加する傾向であることがわかる．目標

間隙比を 1.2 としてセメント添加量を変えた条件では，

セメント添加量が増加するほど qu と E50 は増加し，セメ

ントを添加しない条件よりも強度が大きくなった． 
 

4.3 正弦波・矩形波の違いと周波数の影響 
qu が異なる 3 ケースについて，計測した受信波を発信

周波数ごとに図-13～図-15 に示す． 
qu が小さくなると，P 波 S 波ともに立ち上がり点の電

圧変化が小さくなり，読みとるのが難しくなる傾向とな

った．周波数が 30kHz 以上ではその傾向が顕著である．

第 1 波目のピーク電圧と以降のピーク電圧を比較すると，

P 波はほぼ同じであるが，S 波は第 2 波目の方が大きい．

この傾向は，ベンダーエレメントによる既往の結果でも

同様な傾向であった． 

4.4 伝播時間同定法 

ベンダーエレメント試験方法では，伝播時間同定法に

ついて推奨される条件が示されている．ここでは S 波を

対象に，ベンダーエレメントと起振方法が異なる本装置

に適用できるか検討を行なった．なお，3 章も以下と同

じ方法で伝播時間を同定している． 
基準化されているベンダーエレメント試験では，T.D.

法を用いること，推奨される条件として式(1)により求め

ること，ts とtp の差が 3%以内であること（式(2)参照），

伝播距離が送信波の 2 波長以上とされている（式(3)参照）． 

  (1) 

100 3  (2) 

  2  (3) 

ここで，tはせん断波の伝播時間，ts は送受信波の立ち

上がり点から求めた伝播時間，tp は送受信波のピーク点

から求めた伝播時間，td は計測システム全体の遅延時間

である．また，L は伝播距離，は送信波の波長，f は送

信波の周波数である． 
図-13～図-15 の S 波正弦波の結果より，送受信波の立

ち上がり点とピーク点それぞれで伝播時間を求めると，

ピーク点から求めた伝播時間が立ち上がり点から求めた 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-11  一軸圧縮試験結果（応力―ひずみ関係） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図-12  e - qu 関係 

表-1  実験ケースと実験結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

q u E 50 q u E 50

kN/m2 MN/m2 kN/m2 MN/m2

0.815 0 171 31.0 1.228 10 419 106.4

0.876 0 107 22.3 1.164 10 741 156.3

0.901 0 248 51.0 1.157 10 849 174.7

0.906 0 305 69.8 1.150 10 887 221.0

0.920 0 145 29.8 1.135 10 916 197.3

0.973 0 83 19.7 1.214 7.5 325 82.6

1.005 0 181 48.6 1.188 7.5 431 112.3

1.016 0 208 60.5 1.180 7.5 502 125.6

1.021 0 168 45.8 1.175 7.5 661 157.9

1.030 0 229 60.5 1.178 5 400 104.4

1.091 0 47 11.9 1.167 5 550 120.6

1.093 0 158 43.2 1.189 5 315 87.2

1.107 0 51 11.7 1.212 5 237 66.3

1.111 0 147 41.0 1.220 2.5 122 38.9

1.190 0 100 20.7 1.255 1 46 16.1

1.233 0 39 8.3

1.245 0 106 29.6

1.270 0 25 8.2

セメント
質量比

%
e e

セメント
質量比

%

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1

a (%)

0
100
200
300
400
500
600
700
800
900

q u
 (k

Pa
)

0.80 0.85 0.90 0.95 1.00 1.05 1.10 1.15 1.20 1.25 1.30
e

0

200

400

600

800

1000

1200

q u
 (k

N
/m

2 )

－ 93 －

圧電セラミックス素子を用いた弾性波速度と一軸圧縮強さ関係



 

 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-13  受信波計測結果  (qu=741kPa) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-14  受信波計測結果  (qu=315kPa) 
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時間が約 15%長い．このため，tp とts の 3%以内にはほ

とんどのケースで満足しない．以上からt は，送受信波

の立ち上がり点から求めることとした． 
図-16 に，式から求めた波数と qu の関係を示した．プ

ロット点は送受信波の立ち上がり点を読み取ることがで

き，伝播時間を決定できたものである．これより，周波

数が大きく qu が小さくなると，伝播時間を決定できない

ケースが増加し，送信波の周波数が 30kHz 以上ではそれ

が顕著になり qu=100kN/m2 以下が読み取れないことがわ

かる．図-16より，送信波の周波数 5kHz の約 qu =100kN/m2

以上では 2 波長以下となっていることがわかる．2 波長

以上が推奨される理由は，near-field-effect と呼ばれる理

論上のせん断波到達時間よりも前に振幅が確認され，受

信波の立ち上がり点の決定に影響を及ぼすことがあるた

めである．今回の計測結果では 2 波長以下であっても，

near-field-effect の現象は確認されなかった． 
以上 2 つの検討結果から各周波数の伝播時間は，P 波・

S 波，正弦波・矩形波全ての条件で，送受信波の立ち上が

り点と遅延時間を用いて求めた．そして，qu ごとの伝播

時間は，near-field-effect の現象は確認できなかったこと

から，求めることができた周波数の伝播時間を平均して，

正弦波・矩形波それぞれで求めた． 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-15  受信波計測結果  (qu=100kPa) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-16  波数と qu の関係                                 図-17  Vs -qu 関係 
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4.5 Vs-qu関係 
図-17 に Vs-qu 関係を示した．Vs に与える正弦波・矩形

波の違いの影響は，図のように小さいことがわかる．一

軸圧縮強度とせん断波速度の関係は既往の研究 13)により

検討され，次式が提案されている． 
exp 1   (4) 

ここで a と b は土により異なる定数である．ベンダーエ

レメントと異なる起振方法である本装置でも同様に近似

できるか検討する．なお，図-17 には式(4)でより描いた

近似曲線は，正弦波の結果を用いている．式(4)のパラメ

ータは，R の非線形回帰分析により，a=15.274，b=0.00956
となった．また，p 値はどちらも 0.001 以下であり，推定

値は有意であると判断できる． 
 

4.6 Vp-qu関係 

図-18 に Vp-qu 関係を示した．Vp に与える正弦波・矩形

波の違いの影響は，Vp と同様に小さいことがわかる．な

お，図-18 には式(1)でより描いた近似曲線は，正弦波の

結果を用いている．R の非線形回帰分析により，式(1)の
パラメータを求めると，a=17.038，b=0.00590 となった．

Vs -qu 関係と同様に，近似できることがわかる． 
 
4.7 ポアソン比の変化 

Vp と Vs の関係は，等方均質弾性体の物性定数の関係よ

り式(5)のように示され，既往の研究 14)でも Vp と Vs より

ポアソン比について検討されている． 

  (5) 

図-19 に弾性波測定結果と式(5)より求めた v と qu の関

係を示した．図よりポアソン比は，0.1 から 0.25 の間に

ほとんどがおさまっている．qu との対応をみてみると，

qu=100～300kN/m2 で 0.1 程度となる傾向がみられる．Vp-
qu 関係，Vs-qu 関係は既往の研究で提案された近似式とよ

い一致をみたが，ポアソン比は図のように一定値を決定

できるほどの結果とならなかった．考えられる理由とし

て，図-18 より qu=100～200kN/m2 は，Vp=400m/s である

ものが多いことが，計算されるポアソン比の結果に影響

を与えたことが考えられる．P 波の受信波は S 波に比べ

出力電圧が小さく，S 波よりも伝播時間決定が難しい．

2.1 に記載したように，圧電素子への入力電圧を増加さ

せても出力電圧がそれに応じて増加しない条件で計測を

実施している．このため，出力電圧をアンプなどで増幅

するなどの検討が必要であると考えている．弾性波速度

と qu の関係は，今回の伝播時間決定方法でも問題ないと

考えられるが，弾性波速度からポアソン比を検討する場

合には，計測方法や伝播時間決定方法に留意する必要が

あるといえる． 
 
 
5．まとめ 

 

日本海海底土の弾性波速度を計測するため，ベンダー

エレメントとは起振方法が異なる弾性波発生装置につい

て，ベンダーエレメントを用いた既往の計測結果と比較

を行った．そして，一軸圧縮強度と弾性波速度の関係に

ついて検討を行った．以下に結果をまとめる． 
(1) ベンダーエレメントとは異なる弾性波発生装置を用

いて，Vp は水の速度，Vs は豊浦砂の既往の研究結果

と比較し，問題なく測定できることを示した． 
(2) ベンダーエレメントとは異なる弾性波発生装置を用

いて計測した Vs と一軸圧縮強度の関係は，ベンダー

エレメントを用いた既往の研究結果を適用すること

ができた． 
(3) Vp と一軸圧縮強度の関係は，Vs と一軸圧縮強度関係

の式を適用できることを示した． 
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図-18  Vp - qu 関係                                        図-19  v - qu 関係 
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